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要 旨
第一部では、アメリカ社会科教育学の知見から、市民的資質の育成論（Citizenship Education）を整
理し、「価値観」形成の必要性を検討する。第二に、かつての筆者自身の教育実践を紹介し、そこか
ら抽出される学習者にとっての「価値観」形成と学力論との関係性を整理した。そこで本稿では「広
義の学力論」の一断面に焦点化して論じた。
また、第二部では、その「学力とは何か。」を論じるにあたって、我が国の総合学習に類似するア
メリカのサービス・ラーニング（Service-Learning）のカリキュラム開発論から、その教育目標論に鑑
み、第一部をふまえながら学力観の再考を試みる。
第一部：「市民的資質」・「価値観」形成論と学力論
．はじめに
前回、原稿執筆の機会を頂いた際に「学力問題は“Old and New”と指摘される永遠の課題」と述べた。
近年の「ゆとり教育批判」“Back to Basic”の教育動向の中、我が国の総合学習に類似するアメリカの Service
-Learningカリキュラム開発論から学力観の再考を試みた。７０年代後半の学習指導要領の改訂以降、「教育
内容の現代化」から方向転換し、徐々に「もう一つの教育観」を模索してきた。
その史的展開に今回の新学習指導要領を位置づけて考察すれば、「ゆとり教育」の象徴的存在である総
合的学習の削減が大きな特徴である。同時に、教育経営学の視点から、総合的学習が意味したものは、各
学校のカリキュラムマネジメント自主権の担保であり、法的拘束力が強い我国の教育課程行政における規
制緩和でもあった。
しかし、各研究発表は英語活動・基礎学力等に焦点化され、総合の分科会は実に閑散としている。新要
領は「総合的学習は削減ではなく充実である。」「探究活動の重視」等を挙げてはいるものの「果たしてこ
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れでいいのだろうか？」と問題提起をしたい。新要領の現代的意味に鑑み、教育観の「不易と流行」とは
何であるのかを今一度、問い直す時期に来ているのではなかろうか。
そこで、カリキュラム論よりも更にミクロな視点、子どもの視点から見る学力論とは何であろうか。こ
れを問題意識として捉えて本稿では、第一に、アメリカ社会科教育学の知見から、市民的資質の育成論（Citi-
zenship Education）を整理し、「価値観」形成の必要性を検討する。第二に、かつての筆者自身の教育実践
を紹介し、そこから抽出される学習者にとっての「価値観」形成と学力論との関係性を整理する。
無論、「学力とは何か」という深遠な課題の全体性を論述することは容易なことではないが故に、本稿
では「広義の学力論」の一断面に焦点化して論じていく。それは、「社会的問題を解決する過程のなかで
民主的な市民的資質を育成するために必要な自己的『価値観』であり、その形成プロセスこそが重視され
るべきもの」と定義することを明示しておく。
．市民教育論における「価値観」（Value）の位相
アメリカ社会科全国協議会（National Council for the Social Studies、以下 NCSS）が論じる現代的教育課
題の一つは、社会科学における社会科教育として、市民教育（Citizenship Education）を充実し、市民的資
質を育成することとする。例えば、カリキュラム論者のタイラ－（Ralph W. Tyler）は、社会的知識と
概念、社会に関する「価値観」や態度の育成、参加、意志決定の能力育成等を挙げている。
つまり、現代アメリカの市民教育の論調には、社会的認識を形成する知識・概念等を習得することを前
提としながらも、社会参加態度や意志決定力、社会的「価値観」の育成が強調され、換言すれば、それは
民主主義社会での権利や責任についての知識・技能、及び「価値観」・態度を育成することを意味してい
る。
ここで留意すべきことは、民主主義を概念的・抽象的に考察するだけでは、子どもにとって有効性・実
用性を持つ教育機会とは言い難く、まずは子ども自身が日常生活で体験する具体的な社会事象として捉え
ることを重視している。そこで、民主主義を理解する意味での社会科独自の教育目標とは、ある社会事象
に実際に参加して、自分なりに民主的理念を実践していこうとする「価値観」・態度を持った市民性を育
成することにあると把握できよう。
以上のような理論的背景により、特に NCSSは、市民的資質の育成という立場から「価値観」形成の問
題を中心項目の一つとして位置付け、社会科教育を見直そうと積極的に取り組む傾向がある。更に、我々
の初志の会で論じられる問題解決学習を「人格の主体的統一過程」と認識した場合、上述の「価値観」形
成の研究動向は、問題解決学習論を再構築、及び発展させていく立場にとっても有意義な示唆に富む。
次に、以上の観点を踏まえて学力と「価値観形成」の関係性について検討を加えていく。
．「価値観」形成論と学力論
バンクス（James A, Banks）は、情意的・価値的・実践的など市民的資質を構成する人間的な諸要素の
究明こそが社会科教育の核心であるとし、それは、子どもの反省的な意志決定の発達を援助し、子ども自
らが個人的な諸問題を解決し、そして「知的な社会的行為」（Intellectual Social Action）によって自分なり
のポリシーを策定することが条件とする。その核心とは、市民としての合理的な意志決定能力を育成する
社会科の論理として、例えば政治的論争等を学習教材に取り上げ、その問題解決を目指すことを意図した
ものであった。そこでは、多様な「価値観」を内包するアメリカ民主主義の実現が普遍的真理として捉え
られ、人間の尊厳やそれを保障する社会的「価値観」を促進する政策等を思案することが求められたので
ある。
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更に、民主主義社会の構成員である市民は、社会的事象に関して民主的な「価値観」に基づく合理的な
意志決定が必要であり、価値判断の基底に民主的真理を据えながら社会問題の解決策を自分なりに考案す
べきであるとする。そして、そのプロセスとは、個人と社会的存在を両立する社会的「価値観」の矛盾を
問題として捉え、その問題解決を通して自己的「価値観」を形成していく過程であると論じている。
つまり、本稿で論じる学力論とは、バンクスが指摘するように、「社会的問題を解決する過程のなかで
民主的な市民的資質を育成するための自己的『価値観』であり、その形成プロセスこそが重視されるべき
もの」と定義できよう。
よって、本稿が規定する学力論に鑑み、それを規定する「価値観」の形成過程を以下に整理しておく。
 ある社会的論争の核的事実と関連する中心的「価値観」を整理し、それに関係のない主張等を区別す
る。
 ある「価値観」を他の価値よりも支持する際に、その根拠・データを明らかにし、矛盾・対立する「価
値観」に着目しながら問題を把握する。
 当該論争に関する「価値観」の矛盾・対立において、民主的な「価値観」に照らし合わせながら問題
解決が可能かどうかを判断する。
 「価値観」の矛盾に対して如何なる意志決定がなされたのかを把握し、認識問題として再確認をする。
 矛盾している各々の「価値観」について、各「価値観」に基づく意志決定に従い実践した場合、何ら
かの社会的「価値観」に反駁しないのか事実認識を通して判断をする。
最終的には社会的「価値観」を確認し、それらの「価値観」に序列化することを求めていく。この「価
値観」の序列化ができてこそ価値問題の処理・対応が可能となり、市民的資質を育成する「価値観」形成
を意味している。それは、社会的問題を解決する過程の中で、民主的な市民的資質を育成するための自己
的『価値観』であり、このことが学力論に内包された構成要素の一つになると言えよう。
．授業実践からみた「価値観」形成論
次にここでは、上述の論調を実践理論の観点から再解釈して、授業実践からみた学習における「価値観」
について整理し、「広義の学力論」の一断面を論じていく。
まず、筆者が論じる授業・学習における「価値観」とは、自然発生的に学習対象に内在する「価値観」
ではなく、子どもが「関わりたい」「解決したい」等、子ども自身が学習対象に対して抱く主体的・主観
的な価値観であり、学習対象と子どもとの関係性において状況的・相対的に生起する「価値観」であると
定義できよう。
概してこれまでの授業の前提には、社会的に承認された「普遍的価値観」が最初にあり、社会事象から
どのような「価値」ある学習教材を選択するべきなのか、子どもに如何に効率良く学ばせるかが一般的な
学習方法であった。
一方、問題解決学習で論じられる人格の主体的統一過程の視点からは、子どもが自分にとって切実な「学
習価値」を見いだすかどうかが課題であり、内発的学習動機による問題形成・発展が授業論として最重要
と考察できる。そして、子ども自身がその学習を通して主体的な「価値観」を形成し、自ら実践していく
ことが課題となる。これに加えて、子ども自身が切実に形成した「問題」を解決に向けて取り組むもので
なければ、社会的認識の定着・発展は困難であるばかりではなく、「価値観」の形成を通した「知的な社
会的行為者」である市民的資質の育成には、とうてい及ばないものとなってしまう。
以上の視点から、少し古くなるが、かつての筆者の実践例（１９９５年）を挙げながら、「価値観」を含む
学力論をより具体的に検討する。
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それは、当時の勤務校の地域過疎問題が深刻化し、廃校に追い込まれていく状況において、子ども達が
主体的に社会的事象・地域問題に関わりながら子どもなりの社会的「価値観」を形成していった実践であっ
た。また、その実践には、教師が子どもに伝えたい切実な「思い」があり、子ども自身も「人ごとではな
い。自分たちの問題だ。」との感性に訴えるような行動規範・「価値観」があった。教師と子どもがともに
本音で取り組みたい学習対象は、廃校になるほど追い込まれた地域の活性化問題であり、それは主体的に
気付き解決すべき「価値観」を形成できる問題でもあった。つまり、自分だったら過疎問題という社会的
現象に対して一体何ができるのか、自分だったらどうするべきなのかといった「問題意識」がそこにはあっ
た。
その実践の概要は、第一に、廃校が決定するほどの深刻な人口減少・産業不振等に正対して、子ども自
身が学習の「価値観」を感じる「問題意識」が学習前提にあり、第二に、切実になりながら過疎地域の活
性化のために調査を実施した。第三に、子どもの力量には必然的限界があるものの、自分なりの企画書を
作成し、その企画検討会は「提案型・未来指向型」をベースにした授業展開であった。第四に、その企画
書を町役場に提出し、担当者から積極的なコメントを頂いた。
つまり、この実践例から一般化・抽出化できるものは、子どもにとって切実な「問題意識」を追究し、
自分なりに社会問題を解決しようとする民主的・主体的な「価値観」を形成することこそが「広義の学力
論」の重要な一断面であるということであり、このことは公民的資質・市民的資質の育成論に繋がってい
くものと理論的整理ができよう。
．小括 －「広義の学力」論の考察－
以上のように、学力論を市民的資質、及び「価値観」形成等の視点から「広義の学力論」の一断面を論
述したが、本稿のまとめとして「広義の学力」を培う学習過程論を次のように示しておく。
第一は、社会的対象と子ども自身との関わり・生活に根づいたもの等に関する矛盾に気付き「感性」に
響かせ、問題を自分との関わりの中で切実に捉えること、つまり「問題意識」が追究の始まりである。自
分にとって重要問題であり単なる「対岸の火事」ではないとの思いこそが、市民的資質に役立つ「価値観」
形成の第一歩になるのではなかろうか。
第二に、学習には教師の教えたい「思い」があって当然であると考える。つまり教師にも教えたい「ね
らい」があり、決して「価値観」の押しつけではなく、教えたい中心的「価値観」が存在する。この教育
目標なしには単なる曖昧な授業になることが多く、結果的には何も教育的価値が残らない「将来大人になっ
たときに初めて分かるだろう。」等の楽観的実践が横行することになる。やはり教師に教育的「思い」が
あり、教えたい社会的認識・事象があり、それを子どもが独自の感性においてオ－プンエンド的に解釈を
する。これこそが、一人一人の子どもが市民的資質に役立つ「価値観」を形成していくプロセスであると
考えられる。
第三に、一区切りの単元が終了してしまえば、その実践で形成された「価値観」が次第に薄れていくこ
とがある。そこで、学習過程に「やってみる」過程を特設し、実際に子どもたちに何ができるのか「やっ
てみる」ことで、子ども自身が実践力や感性を高め、その市民的資質に役立つ「価値観」を強固にしたり
発展させたりすることが重要となる。もしも、「価値観」の形成が子ども独自の感性と社会的認識によっ
て形成されるならば、その「価値観」は子ども自身が実際にやってみることで関わっていたい気持ちを高
め、参画することから得られる達成感・有用観によって、更に発展的なものになっていくと推測される。
このような実践パタ－ンが普遍的であるとは言切れないが、民主的社会の主体的形成者・市民的資質の
育成をするために、子どもが「価値観」を形成し実践力を培う授業展開の一例として示されるのではなか
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ろうか。前述の実践例は、廃校という過疎問題に直面した子ども一人一人が自己の感性を揺さぶられ、切
実になりながら地域問題を見つめ追究していく過程の中で「価値観」を形成していったと考えられる。こ
うした感性を通して「価値観」を形成していくような教育実践の積み重ねが、究極的には民主的社会の「知
的な社会的行為者」である市民的資質を育み、実はこのことが「広義の学力」として認識できるのではな
かろうか。
それでは、上記に紹介した筆者自身の実践を総括する立場から、いったい「価値観」形成とはどのよう
な特徴を持っているのだろうか。ここで、村井の「意味論」が極めて参考になり、これを援用して子ども
の視点からの「価値観」形成論を検討したい。
「価値観」とは子どもにとっての主観である。
「価値観」とは何よりも学習者である子どもにとっての「価値」であり、子どもの主観的な「問題意識」
が必要である。その個人を超越した社会的「価値観」が学習価値として意味を持つかどうか、子どもにとっ
て本当に興味関心を引くものなのか、「問題意識」に成り得るのかは、子ども固有の感性に響くものかど
うか等の主観的な点を踏まえて、はじめて論じることが可能になる。
「価値観」は学習後の経験と有機的に反応し発酵するものである。
真の意味で感性を揺さぶり「価値観」を形成・発展させる実践体験を持つ子どもは、その後それが知識
の核となり、次段階の体験と統合反応することで個性の一部として自覚され、内在化していく。その実践
終了後に起こる実体験との反応過程こそが最も注目すべきではないだろうか。そこに市民的資質の育成を
論じる可能性が潜んでいると考えられる。
「価値観」の表出は個人的に異なるものである。
個人的な「価値観」形成の過程は、固有の感性や体験の違いによって異なるものである。子どもが主体
的に「価値観」を形成していくことが重要であり、教師の「価値観」を「押しつける」ことではない。ま
た、心情面への一方的な訴えや、スロ－ガンの復唱等に見られる「小手先の授業技術」によって道徳的徳
目、価値規範を無批判に受容させようとするものでもない。無論、教師には教えたい中心的「思い」はあ
るものだが、ここでは一方的伝達にならぬように子ども側に「問題意識」があるのかどうか、固有の感性
に響くものかどうかのオ－プン的指導を心がけ、子どもが自らの「価値観」を自ら判断し形成していくな
かで、「知的な社会的行為者」になれるように導くことが「価値観」教育の核心である。
よって、以上の「価値観」形成論を総括して学力を論じるのであれば、授業では、社会的な価値を如何
に効果的に理解させるのかという観点から、子どもの追究活動を通して学ぶ価値を見いだすもの、及び自
己の「価値観」を形成していくものとするパラダイム転換が重要である。つまり、授業を通した子どもの
人格的変容こそが「広義の学力」であり、一方で、市民的資質に貢献する「価値観」形成をする関連実践
を一般化することも、今後の問題解決学習論の発展に繋がるものと見据えている。
第二部 アメリカの Service-Learning にみる学力論
．はじめに
「学力とは何か。」この命題は、“Old and New”と指摘される永遠の課題であろう。
近年、我が国でも“Back to Basic”の教育的動向の中、「ゆとり教育」が正面から批判され、学力観が
教育関係者によって誤認されていると言えよう。例えば、２００８年度・佐賀大学附属小学校の研究発表会の
国語・算数では、体育館一杯の参観者があり、溢れ返るので別室にビデオ放送まで必要となった。しかし、
私が研究助言を担当する総合学習の分科会参加者は僅かに２名であった。
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確かに、戦後の教育史的事実を紐解いても、教育観の「不易と流行」があったと現実的には総括できる
ものの、一体、記述の教育現象を如何に解釈すべきであろうか。
よって、本研究では、その「学力とは何か。」を論じるにあたって、我が国の総合学習に類似するアメ
リカのサービス・ラーニング（Service-Learning）のカリキュラム開発論から、その教育目標論に鑑み、今
一度、学力観の再考を試みる。
．サービス・ラーニングのカリキュラム目標論
１９９０年代のアメリカの教育改革から、新たなカリキュラム開発（Curriculum Development）が法制化を
ともなって普及し始めた。地域（Community）における市民性（Citizenship）を育成することを目標論に
据え、アカデミックな教科内容・スキルと他者に対するコミュニティー貢献活動とを統合することによっ
て、学校改善を促進させる新たなカリキュラムの開発・経営論がサービス・ラーニング（以下、SL）で
ある。
つまり SLとは、教科内容の習得とその学習過程において培う問題解決能力や意思決定等の学習能力
を、サービス活動を中心に据え教科内容の基礎基本との関連を図りながら伸長する統合カリキュラム（In-
tegrated Curriculum）・教育方法論のことである。SLはアメリカの「生活と教育」という伝統的文脈から
生起したもので、一つはアメリカ社会のボランタリズム（奉仕主義）からのものであり、他の一つが「経
験としての教育」（Education-as-Experience）の哲学からのものと理解できる。
その SLの定義であるが、端的には以下のように整理されよう。
「児童・生徒が生きること（Living）と学習（Learning）との間の連関（Connection）をつかむ学習過程
（Process）において、成人になるとはどういうことなのか、自由で礼節をわきまえた市民（Citizen）とし
て生きていくことはどういうことなのか、また、真に慈悲深く（Compassionate）、他者への思いやり（Car-
ing）のある生き方をするということはどういうことなのかを理解する学習方法ないしはその過程であ
る。」
よって、本研究における SLとは、NYLCのウエイド（Wade, R.）の論に依拠して、
「SLは、生徒たちが主体的に参加するサービス経験を統合化し、その学習経験を発展させていく教育方
法である。その経験はコミュニティ－の必要性に適合するものであり、学校とコミュニティ－を関連させ、
生徒たちの体験を学的カリキュラムのなかに統合化していくものでもある。SLは、生徒たちが学校での
学習経験を活用しながらコミュニティ－に貢献するサービス体験を通して、主体的な学習経験をすること
であり、コミュニティーの一員としての自覚と責任も学ぶものである。」とする。
．SLの理論的背景 －市民教育論（Citizenship Education）の視点から－
SLにおける学力概念を論じる上で、市民教育論（Citizenship Education）が重要な分析視点となるが、
社会構成主義者で著名なバンクス（Banks）は、その立場から以下のように市民教育を推進する３要素を
あげている。
 主体的知識の獲得と知識マネジメント。
 参加経験、及び意志決定の能力開発。
 社会的価値観や実践的態度の更なる向上。
つまりこれらの観点は、知識的・概念的なものよりも寧ろ、参加意志決定の能力、更には価値観や態度
の向上に重点を置くべきであるという市民的資質の育成を意図している。民主主義等の概念や理想は、そ
れだけでは「生徒の育ち」にとって無意味なものであり、現実に社会的参加をしてその理念を実践してい
倉 本 哲 男２７２
こうとする積極的・主体的態度を持った「知的社会行為者」を育成することに市民教育論の固有の目標が
あるとする。
一方で SLの理論的背景も、上記のような市民教育論に依拠しながら、経験主義教育論に派生する思想
背景として、直接経験・反省的思考・批判的思考等が学習の鍵とされている。実際にコミュニティーにサー
ビスすることを通して社会的参加・社会的貢献をし、学習者がコミュニティーの変革を感得できることに
大きな特徴がある。
その SLの本質観は、市民教育論に関わって次の三点に特徴がある。第一に、SLを通して個人の自己
価値観や能力のみではなく、コミュニティーに対する価値観としての市民性に着目できる。第二に、省察
（Reflection）を教科学習過程に位置付け、サービス体験したことを教科内容に統合化するカリキュラム
開発によって、経験主義的な学習成果をより期待できることである。第三には、SLは知的能力の開発を
促進するという点であり、その知的能力とは、判断力・表現力・洞察力・問題解決能力等に重点が置かれ
ている。
以上に加えて SLは、デユーイらに代表される経験主義的学習論の見地から、真の意味で知的・人格的
発達が個人とコミュニティーとの切実な相互関係で成立する学習論でもある。SLの提唱者らは、知識と
はあくまでも道具にすぎず、人間の経験において有用とみなされた場合にのみ、その知識は価値を持つと
いったプラグマティズム的な「道具主義」の立場を取っている。有用的知識を刺激しない抽象的な学習は、
生徒にとって「学ぶ意味」を感じることにならないという立場から、SLは伝統的授業形態・知識注入主
義に対するアンチテ－ゼとしても位置づけられている。
．SLの学力論 －「強固な民主主義」と「脆弱な民主主義」－
SLの学力論を整理していく上で、市民教育論（Citizenship Education）に注目したが、SLは、コミュニ
ティーにおける市民性を向上させることを目指すべき学力観であると把握し、アカデミック教科学習とコ
ミュニティーにおける他者への貢献的活動を「統合」することによってカリキュラム開発をする方法論が
必要となる。
ラングトンとミラー（Langton & Miller）に拠れば、SLは次のような学力を持つとする。市民性の成長
とは、依存から独立と相互依存へ、世界の中心は自分自身であるとの自己認識から、社会的構成員の一人
であるとの自覚が生まれることを意味する。そこで SLとは、生徒が学校・コミュニティーにサービス活
動をすることによって、依存心や自己中心性から成熟した相互依存性、更には社会的責任感、市民性の成
長を図る教育機会を与える市民教育論の一形態であると整理している。
その SLと市民教育論の関係性をより観念的に分析する意味で、リスマン（Lisman）が論じる「強固な
民主主義」（Strong Democracy）とその対概念の「脆弱な民主主義」（Weak Democracy）が示唆に富む。
リスマンが論じる「脆弱な民主主義」とは、政府や地域社会と反駁する意識に満ち、個人的欲求の充足
と自己本位的な集団性を意味している。それでも、これらを保障しなければならない民主主義の役割が「脆
弱な民主主義」である。そこでは、民主主義の原則である「共通善」の原理を追求するプロセスが欠落し、
過剰とも言える自己本位的な社会構造を持っている。リスマンは、それを新保守主義、伝統主義、物質主
義等に分類しており、その下部構造的には、偏狭な家族主義・愛国主義、及び行き過ぎた資本主義等に依
存する価値観、物質的な社会正義・個人的自治等を例示している。
その対概念として論じる「強固な民主主義」とは、単なる個人的な権利保障よりも民主主義社会の実現
に至るプロセスを重視し、「共通善」のために社会貢献をするプロセスこそが重要と認識される。これは、
リベラルなコミュニタリアンの思想性であり、単なる個人的な興味関心に限定される利己主義的なもので
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はなく、個人的権利保障はあくまでもコミュニティーの中での自己実現を前提とする。これに加えて「強
固な民主主義」の思想は、同時に個人主義のメカニズムを擁護するための社会実現も意図しており、個人
と社会的「共通善」の補完的関係においてこそ、個人的権利を実現するものと位置づけている。
以上のように、「共通善」を実践する社会性とその社会構成員としての市民性の二極を相互に実現する
「強固な民主主義」論が注目したが、リスマンは「強固な民主主義」に派生する市民教育論と SLの関係
性について、以下のように概括している。
「コミュニティーをベースに学習する SLは、『強固な民主主義』論に基づき市民的スキルを獲得してい
く。そのためには、コミュニティーイッシューに関わって民主的な意志決定をする人格性を形成する必要
があり、学校内に限定される経験知から、コミュニティーが直面するイッシューにまでその視野を広げる
とき、真の意味での市民性が育成される。」
一方、リコナ（Lickona）は、市民教育論と同様に、成熟した主体的人格を高め、依存心を解消するた
めには、自己中心性から他者への「思いやり」（Care）等の人格教育（Character Education）も重要である
とする。これは、アカデミック教科の発展学習として倫理的・社会的イッシュ （ードラッグ・ホームレス・
ガンコントロール・環境問題等）を検討し、モラル葛藤状態の解決のために道徳的な実践力を培うもので
ある。
それでは、SLと市民教育論、及び人格教育論を反映する具体的実践とは如何なるものであろうか。終
わりに、生徒がコミュニティーの責任ある構成員として自覚し、主体的なコミュニティー貢献活動を実施
した典型的な SL事例を検討する。その典型的実践の事例を対象にして、SLの学力論とその展開例の具
体的態様を整理したい。
．終りに（SLの実践例とその学力観）
本研究の分析対象校は、ワシントン州シアトル（Seattle）近郊の Lynnwood Intermediate School（生徒数
約５００人。学校長 Koyama、以下 LIS校）である。本校を取りあげた理由は、学校区レベルで教科の発展
型や体験的活動を取り入れた学習理論を推進し、学校レベルでも市民教育論・人格教育論を全職員に周知
徹底して市民性育成の SL実践を典型的に展開したことによる。
学校長のコヤマは、学校とコミュニティーを繋ぐ学習活動において、アカデミック教科と体験的サービ
ス活動を統合する SLカリキュラムを開発して、生徒が市民性に関わる道徳的価値を習得することも重視
していた。この代表的実践が「イスラム教徒救済」SLである。コヤマによれば、２００１年９月１１日の「同
時多発テロ」以降、コミュニティーがイスラム教徒に対して強い偏見を持つようになり、イスラム系生徒
を抱える LIS校内部でも生徒間関係が深刻な問題を抱えるようになったという。そこで、生徒自治会を中
心に偏見・差別撤廃のキャンペーンを実施し、社会科学習と統合するかたちで学校内部からコミュニ
ティーにまで広げ、アメリカ市民の一員でもあるイスラム教徒の人権擁護運動を展開した。
具体的には、まず社会科でイスラム社会の歴史・時事問題を学習し、生徒達自身がイスラム教寺院を訪
問してイスラム教徒の現状についてインタビューをした上で、差別撤廃のキャンペーンポスター製作やコ
ミュニティー集会も開催した。LIS校の教育目標に「他者へのサービスを通してコミュニティー貢献の価
値を感得すること」と明記されており、本実践の教育目標は、差別を見抜く人権擁護・正義実現の道徳
的価値観を培うことにあった。
ここで、以上のような教育実践で培う学力観とは何であろうか。SL実践研究で著名なマッカーソン
（McPherson）は、その実践的立場から、以下のように SLと市民性育成の関係性を具体的に論じている。
「飢餓・貧困に苦しむ人々を援助した生徒は、切実な疑問が沸き立ち、何故このような事態が発生する
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のだろう、どのようにしたらこの問題を解決できるのだろう、自分達にいったい何ができるのだろうと追
究意欲が掻き立てられることになる。SLカリキュラムがコミュニティーの重要なイッシューを内包して
いれば、生徒らはその意味に気付き、コミュニティー構成員の一人としての自覚・責任を学ぶようにな
る。」
但し、最も重要な SLの構成要素には、「リフレクション」（Reflection）があることに留意したい。学習
目標とコミュニティーのニーズを体験活動によって統合を図り、サービスと学習を強固にするばかりでな
く、教師と生徒の変革的能力を育成することにも繋がるとすることからも、SLにおける「リフレクショ
ン」の重要性が理解できる。SLの学力観とは、経験主義的な学習論の見地から学習者の知的発達に役立
つものであり、知識はあくまでも学習者の経験において有用と見なされた場合にのみ、学習者にとって価
値を持つとする。その見地から「リフレクション」を通した学力観は、経験主義教育の視点を含み直接経
験・反省的思考・批判的思考等が重視する高次な思考力のスキルとも整理できる。
よって、SLカリキュラム開発の目標論に鑑みて、その学力論とは、測定可能な狭義の学力観の範疇で
はなく、社会的感受性と人間的共感能力へと繋がるものである。そのことは、知識・理解の習得を重視す
る教科教育論として捉えるのでなく、知性と「価値観」形成・実践的態度を統合して市民的資質を育成し、
学習者の人間的調和のとれた全面的発達を促すカリキュラム開発論として位置付けられるものではなかろ
うか。
SLは、デユーイらに代表される経験主義的学習論の見地から、「強固な民主主義」に典型的な個人とコ
ミュニティーとの相互関係論を前提として知的・人格的発達が促される学力論であり、知識注入主義に対
するアンチテ－ゼでもある。
実は、このことは、プラグマティズム的な「道具主義」の立場を取っており、社会科初志の会が提唱す
る問題解決学習論の学力観ときわめて類似するものではなかろうか。今後も、永遠の命題・課題である「学
力とは何か。」について、以上の観点を踏まえながら論及していきたいと考えている。
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